
平成２４年度当初予算の要求の概要（主な事業）

（注 「分類」欄の☆印は、予算要求枠区分における重点調整経費に該当する事業である。）

活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

1 ☆ しまねのものづくり 373,587 ○ものづくり企業の経営管理・生産管理・技術 369,042 ○事業費精査 商工労働部

[産業振興課]一部 産業活性化プロジェ 力の強化、人材育成、新規取引先の開拓、新

[雇用政策課]経対 クト 分野への進出などを支援

①しまねのものづくり高度化支援事業

県内製造業の競争力強化を図るため、経営

管理や技術力の強化を支援

②技術革新支援総合助成事業

企業の技術革新や取引拡大のための試作開

発・技術開発への助成や大学・高専の技術

シーズ活用等への助成

③ものづくり産業中核人材育成支援事業

技術革新や次世代技術に対応できる中小企

業の技術者の養成研修を実施

④戦略的取引先確保推進事業

県内企業の販売力強化を図るため、首都圏

等の県外市場開拓等を支援

⑤ものづくり産業戦略的強化事業

業界や企業グループに対し、国内外の市場

を見据えた経営戦略の構築や戦略に基づく

技術力向上、販路拡大を支援

⑥特殊鋼産業クラスター高度化推進事業

特殊鋼関連産業の成長分野への進出、発展

基盤の強化を支援 【新規】

⑦しまね産学官連携促進支援事業

大学の研究シーズと企業ニーズのマッチン

グを推進

⑧地域産学官共同研究拠点事業

島根先端電子技術研究拠点を活用した電気

電子材料等に関する共同研究や人材育成等

を実施



活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

2 ☆ しまねＩＴ産業振興 150,000 ○より収益性の高い産業構造への転換を目指 150,000 ○要求どおり 商工労働部

[産業振興課]事業 し、人材育成、技術力強化や市場開拓支援を

行う

・県内企業が自社固有の製品やサービスを開

発

・顧客企業と一体となってITを活用した新ビ

ジネスモデルを開発

①ＩＴ人材育成支援事業

OSS、Ruby講座や学生Ruby合宿の開催 等

②パートナー型ビジネス創出支援事業

パートナー企業と一体となった新ビジネス

モデル開発を助成 【新規】

③Rubyビジネスモデル創出支援事業

Rubyを活用した先駆的な受託システム開発

を支援

④新技術・サービスモデル開発支援事業

県内IT企業による研究開発、クラウド対応

等、自社固有の最終製品の開発を支援

【新規】

⑤新ビジネスモデル構築支援事業

県外企業等に派遣し、より高度なＩＴスキ

ルの習得や業務ノウハウを取得する取組を

助成 【新規】

⑥Ruby技術会議開催事業

先進的な利用事例、技術情報を発信するた

めの国際的なイベントを開催

⑦Ruby導入促進支援事業

県内市町村等の情報システムにおけるRuby

導入に対する助成

⑧しまねＩＴビジネス拡大支援事業

県内企業の質の高いITサービスの情報発信

など、市場開拓機会の創出に資する事業

3 ☆ 新規投資ファンド造 100,000 ○新分野への進出、既存事業の強化、グローバ 100,000 ○要求どおり 商工労働部

[産業振興課]成事業 ル化への対応、事業承継、企業再編等、企業

の様々な資金ニーズに対応する投資ファンド

を造成し、地域経済を牽引する県内企業の取

組を支援

・ファンドテーマ：総合型ファンド

・ファンド規模：10億円程度

（出資者想定：県、県内金融機関等）



活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

4 ☆ 新産業創出プロジェ 288,791 ○県が研究開発した新技術や新素材を活用し 285,900 ○事業費精査 商工労働部

[産業振興課]クト た事業化の実現、拡大を進めるため企業と

の共同開発と市場開拓等を推進

①新産業創出プロジェクト推進事業

・新産業創出プロジェクト事業化推進会議

の開催、関係機関との連携、開発技術の

特許化等により、新産業創出プロジェク

ト全体を推進

・H25年度以降に取り組む新規研究テーマ

の検討

②熱制御システム開発プロジェクト

高熱伝導材料について、県内での事業化

を目指す企業との共同研究開発と、開発

材料のさらなる品質の向上に向けた研究

開発及び市場開拓支援を実施

③新エネルギー応用製品開発プロジェクト

色素増感太陽電池について、県内での事

業化を目指す企業との共同研究開発と、

さらなる性能の向上に向けた研究開発及

び市場開拓支援を実施

④機能性食品産業化プロジェクト

県内農林水産物を活用した産学官連携に

よる機能性食品の研究開発と総合販売、

全国規模の展示会への出展等による販路

拡大支援を実施

⑤プラズマ熱処理技術開発プロジェクト

プラズマ熱処理技術を活用して事業化し

た企業の事業拡大への支援と県内企業へ

のさらなる技術移転及び人材育成を実施

⑥ＩＣＴ技術開発プロジェクト

デジタルコンテンツ開発技術を活用した

県内外企業の連携による事業展開の促進

と企業誘致に向けた人材育成を実施



活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

5 企業誘致のための各 2,003,204 ○初期投資の軽減等を行う各種助成制度を活 2,003,204 ○要求どおり 商工労働部

[企業立地課]種助成制度 用して、本県への企業誘致等を推進

・企業立地促進助成金

・ソフト産業家賃等補助金

・特定通信費補助金

・ソフト系IT産業航空運賃補助金

・生産拠点化支援補助金

・被災企業支援補助金

・オーダーメイド工場家賃補助金

分譲率の低い工業団地への企業立地を促

進するため、立地企業が不動産賃貸業者

の整備するオーダーメイド方式の貸工場

へ入居する場合の家賃を助成 【新規】

対象ｴﾘｱ 分譲率が5割未満かつ立地企業が10社未満

の工業団地

対象企業 土地の取得または有償リースにより、新た

補助要件 に建設する貸工場に立地する企業

対象業種 製造業、自然科学研究所、知事が特に認め

る業種

雇用要件 新規雇用従業員5人以上

補助対象 貸工場の家賃(定額の共益費を含む）

補助金額 補助額 家賃×補助率(1/2)

限度額 1.5千円/㎡・月

対象期間 ５年間

6 輸出促進支援プロジ 30,000 ○アジアを中心とした成長する海外市場に向 30,000 ○要求どおり 農林水産部

ェクト けた県内企業の販路拡大、海外市場での競 商工労働部

[しまねブランド争力強化等の取組を支援

推進課]①輸出促進支援事業

県内企業等の海外への輸出、販路拡大に

要する経費の補助

［助成率］1/2、限度額100万円

(セミナー、商談会を主催する場合

の限度額は150万円)

［採択方法］企業の計画等を審査会で

審査の上、決定

②県産品海外販路拡大事業

県が戦略商品、国・地域を定め、企業、

専門家と共同で集中的なマーケティン

グ活動を実施



活力あるしまねⅠ

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

7 浜田港ロシア貿易拡 16,350 ○浜田港を起点としたロシア貿易を促進す 16,350 ○要求どおり 農林水産部

大プロジェクト るため、官民一体となってロシア市場の 商工労働部

[しまねブランド開拓を推進

推進課]①国際ＲＯ／ＲＯ船航路運航安定化対策

・ベースカーゴ確保支援

②ロシアビジネス支援体制の強化

・浜田に新たに開設するサポートデス

ク、ウラジオストクビジネスサポート

センターの双方から企業の貿易拡大を

支援

③中央ロシア・シベリア市場開拓支援

・日本建材センターの設置、国際見本市

等への出展支援

8 経対 石州瓦利用促進事業 45,000 ○石州瓦の利用促進のため、石州瓦を使用す 45,000 ○要求どおり 商工労働部

[産業振興課]る屋根工事を伴う増改築や新築(長期優良

住宅)に対して助成

［事業期間］H24～H25

［H24助成件数］約800件

［助成上限額］10万円

［事業主体］石州瓦工業組合

9 経対 建設産業経営革新促 118,848 ○建設産業の経営の多角化・新分野進出な 118,848 ○要求どおり 土 木 部

[土木総務課]進事業 どの経営革新に向けた取組を支援

[技術管理課]【事業内容】

・建設産業総合相談事業

・経営力強化アドバイザー派遣事業

・新分野進出支援事業助成金

新分野進出のための初期調査、販路

拡大・事業拡張のための調査費用へ

の助成

［助成率］2/3（上限：700千円）

・新分野進出促進事業補助金

新分野進出、事業拡張のための初期

投資への助成

［助成率］1/3(上限：4,000千円)

など


